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研究成果の概要（和文）：本研究は、日本とドイツの異文化間教育の比較を視座に、子どもの文化的多様性を尊
重した音楽科教育の意義を解明するものである。子どもを取り巻く多様な場において文化教育のプログラムが持
続可能性を伴って提供される社会環境が重要であることが明らかとなった。また、音楽活動は外国人児童生徒の
ポジティブ感情を増加させ、音楽科教育が言語学習とは異なる意義を持つこと、授業では発話意図を理解するた
めの支援が必要であることが明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：This study aims to clarify the significance of music education, which 
respects children’s cultural diversity, based on the viewpoint of intercultural education in Japan 
and Germany. Results indicate that the social environment, which has many cultural education 
programs with sustainability, is important. And also, the findings show that music education has 
meaning, such as increasing children’s positive mood; this meaning differs from linguistic 
education. Furthermore, it is essential to support JSL children in understanding communicative 
intention in the classroom.

研究分野： 音楽教育学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は外国人児童生徒を取り巻く学校と地域の双方からかれらの音楽科教育の重要性を示した。音楽科教育が
音楽の知識・技能を獲得することにとどまらず、達成感や満足感などの感情に関わる肯定的な影響を与えるとと
もに、教科学習として学習言語の育成に寄与する視点を提示したことは大きな意義がある。外国人児童生徒を含
むすべての子どもが適切に学ぶことのできる環境を構築するために、音楽科教師が教室内発話に意識を向けるこ
との重要性を示唆した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
（1）外国人児童生徒の教科学習言語の指導 
産業や社会構造の変化に伴い、世界的規模で労働者の人的移動が生じている。それに伴い、移

民の背景を持つ子どもをはじめとする外国人児童生徒の学力問題は世界各国に共通する教育政
策のテーマとなっている。外国人児童生徒は母国の言語と文化を持ちながらも、学校の中では異
なる文化への同化を余儀なくされ、学業不振による「落ちこぼし」から学校不適応問題へと発展
することも多い。このようなマイノリティの子どもは、そもそも人間性の発達に不可欠な「言語」
の習得に課題を抱えることが知られている。学校の授業において思考の道具として働く教科学
習言語能力の習得には一般的に 5～7 年の年月を要する。この教科学習言語の習得は、思考の発
達や行動・情動の発達にも大きな影響を与える。 
ドイツでは、外国人労働者を受け入れ始めた 1960 年代から、その子どもへのドイツ語教育や

母語保障などの教育政策を講じ、変更を加えながら現在まで継続してきた。2015 年ドイツ国勢
調査によると、ドイツの総人口に占める移民の背景を持つ人の割合は 21%にのぼる。したがって、
労働移民の統合政策と連動して、外国人児童生徒の教育政策は「異文化間教育」として文化的多
様性に応じた社会生活に適応するために極めて重要視されている。近年の政策・支援をみると、
就学前にドイツ語能力の検査を実施し、言語発達の程度に応じて保育施設や学校で言語能力を
促進させるための措置が講じられている。また、半日制学校を終日制学校に移行し、午後に宿題
の支援や教科学習の促進を支援している。 
一方、日本では、日本語指導が必要な児童生徒が増加し、そのようなマイノリティの高校生の

中退率は公立高校生と比べて 7 倍以上にもなり、大学進学率も低い（文部科学省調査）。この背
景には、ドイツと同様に教科学習言語能力の獲得に課題がある。国や教育関係者は多様な策を講
じているところであるが、例えば、加配教員を配置し、母語の話せる支援員を確保するなど、公
立学校への受け入れ態勢が整備されつつある。また、外国人児童用の教材開発も行われている。
しかし、外国人児童生徒の多い地域では、教育委員会による手厚い支援が実現しやすいものの、
実際は自治体の意識や財政事情によって適切な対応ができていない場合が多い。このように、直
接的には外国人児童生徒への日本語教育の強化が喫緊の課題であるが、教科学習言語の獲得と
は異なる方向性で音楽科教育がどのように寄与できるのか、またそのために授業環境の整備を
含めてどのような教師の力量が求められるのかは明らかにされておらず、ドイツの事例から示
唆を得ることができると考えた。 
 
（2）外国人児童生徒をめぐる音楽科教育と言語の関わり 
実技系教科である音楽科は、活動を中心とした授業構成をとることによって、母語ではない現

地語による授業であっても内容を理解しやすいという特性がある。それは、Chamot & O’Malley
（1987）が音楽の授業への参加を場面依存度が高く、言語仕様の認知的必要度が低い、困難度の
最も低い領域に位置づけていることからもうかがえる。日本人中学生を対象に、母語の日本語で
はない英語で行った音楽の授業においても、身振りや音そのものによって音楽的な学びが促進
され、教師の言語的教授行為の必要性が高くないことが明らかにされている（伊藤＆フェラン、
2019）。このように、音楽科教育においては必ずしも言語の学習が高いレベルで達成されなけれ
ばならないわけではなく、むしろ言語の学習とは異なる側面、すなわち、アイデンティティ形成
や学校文化への適応などが重視されることもある。その一方で、上述したように学校教育におい
ては言語的思考や理解を通して教科学習を進めていくことが求められ、音楽科においても教科
学習言語の獲得を促進することが必要とされる。このような 2 つの側面から外国人児童生徒及
びかれらを含む多様な学習者集団を対象とした音楽科授業の学習環境について論じた研究はな
い。 
 
２．研究の目的 
本研究は、日本とドイツの異文化間教育の比較を視座に、外国人児童生徒とその他の児童生徒

双方の文化的多様性を尊重した音楽科教育の意義を解明するものである。 
 この目的を達成するために、以下の小目的を設定した。第 1に、芸術教育を含む文化教育の現
状と課題についてドイツを事例に明らかにする。第 2に、日本の子どもをめぐる多文化共生の現
状について明らかにするとともに、音楽活動の意義を見いだす。第 3に、日本の音楽科授業にお
ける多文化的状況を想定して、教室環境で用いられる教科学習言語の様相の一端を明らかにす
る。 
 
３．研究の方法 
 第 1の小目的のために、ドイツ・ハンブルク州における文化教育に関するプログラムおよびプ
ロジェクトを抽出し、その内容を精査したうえで、多文化的状況にある子どものための音楽学習
の機会について考察を行った。また、ユネスコの芸術教育ネットワーク（UNESCO UNITWIN）の報
告書を音楽教育の文脈から精査した。第 2の小目的のために、東広島市教育文化振興事業団の多



文化共生コーディネーターへのインタビューおよび同事業団の協力のもと多文化的状況にある
子どものための音楽ワークショップを実施し、その成果を検討した。第 3の小目的のために、小
学校および中学校の音楽科授業を観察し、教師の発話を分析した。 
 
４．研究成果 
（1）ドイツにおける文化教育の状況 
 ハンブルク州のウェブサイトに掲載されている 14 種の文化教育事業のうち、音楽および多文
化的状況にある子どもに関わるプログラムやプロジェクトを抽出し、①州が関与する音楽学習
の機会、②音楽教育団体が主導する学習の機会、③民間企業・財団が主導する音楽学習の機会、
の 3つに分類したうえで、内容を検討した。その結果、ハンブルク州における音楽学習の機会は
小学校段階と中等学校段階をまたぐもの、あるいはつなぐものとして存在し、学校単位で行うも
のや個人で行うものなどさまざまな形態があることが明らかとなった。それらのイニシアチブ
をとるのは、州（学校・職業教育省や文化・メディア省）、音楽教育団体、企業グループ、財団
など多様であり、複数の音楽学習の機会が平行・連続しながら、包括的な音楽学習ネットワーク
を実現している現状が浮かび上がった。これらの取り組みは、すべての学校種や学年の子どもを
対象としながらも、社会的な課題として認識されている多文化的状況にある子どもに対する教
育としても焦点化されている特徴がある。限定的な学習機会ではなく、「いたるところで」学習
や活動に参加できる「学習機会の多様性」が極めて重要であり、それらは社会のなかで持続性を
もたなければならないことも明らかとなった。 
 
（2）多文化的状況にある子どものための音楽ワークショップの効果 
 東広島市教育文化事業団が開催する日本語教室に通う外国籍の子どもを対象に、半日の音楽
ワークショップを企画・開催した。4歳から 8歳までの 9名の子ども（インドネシア、スリラン
カ、カンボジア、ネパール、パキスタン、エジプト）が参加した。ワークショップは前半をリズ
ムとハーモニーの活動、後半をリズムとハーモニーを用いたアンサンブルの活動で構成し、ワー
クショップの前後に改訂版ポジティブ感情尺度（橋本・村上、2011）を子ども用に簡略化した尺
度を用いて、感情の変化を測定した。個々の子どもの変化を検討したところ、大部分の子どもは
ワークショップ後に感情のポジティブな変化が生じたことから、音楽活動が子どもの情動にポ
ジティブな影響を与えること、アンサンブルで用いた打楽器の演奏を通して満足感が得られる
と同時にポジティブ感情も高まることが示唆された。 
 
（3）音楽科授業における教師の発話形式と発話意図 
 A 小学校 3年生（教職歴 12 年）および B中学校 1年生（教職歴 10年）の音楽科授業各 1本を
対象に、森＆バトラー後藤（2018）が開発した Classroom Interaction Analysis Sheet（CIAS）
試作版を用いて、教室内発話の言語形式と発話意図をコーディングし、発話の特徴を分析した。 
発話の全体的傾向として、教師、児童生徒ともに叙述文が多く、教師の発話の約 20％は疑問

文であった。児童生徒の発話にノダ文が出現しており、クラスの雰囲気や教師・生徒間の関係性
が親和的であると解釈された。教師の発話意図は多様であることが確認され、データ全体では
「命令・指示」と「説明」が多かった。中学校では生徒の一語文の「繰り返し」も多く見られた。
学校の授業文化においては，教師は生徒の発言を受けてそのなかに含まれる要点を強調したり，
複数の発言をつないで解へ導いたりする役割を担う。さらに，生徒の発言をクラス全体に言い返
す，フィードバックの役割も担う。 
 教師の言語形式と発話意図のずれに着目すると、疑問文であってもその意図は必ずしも「発問」
とは限らず、「説明」「命令・指示」「確認」などの多様な意図をもっていた。逆に，「命令・指示」
の発話意図はそのほとんどが叙述文と命令文・指示文によって実現されていた。「命令・指示」
の発話意図が命令文・指示文の形式で実現される場合は問題ないが，叙述文の形式で実現される
場合には，文の構造と発話意図が一致しない。 
 このような言語形式と発話意図が一致しない教師の発話が確認できたことは、日本語の語彙
や文法をある程度理解している外国人児童生徒に教師の発話意図が明確に伝わらない可能性が
あることを示唆している。したがって，音楽科教育においても，外国人児童生徒が教科学習言語
を習得するなかで，発話意図を授業場面や状況から推論したり，言語形式と機能のズレを読み替
え修正したりするための学習方略獲得を支援していくことが必要である。 
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